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今月号のあらまし 

 

Ⅰ ＴＰＰをめぐる情勢 

ＴＰＰ承認案および国内対策を盛り込んだ関連法案は、閣議決定後、国会に

提出されたものの、熊本地震への対応等から今国会での承認は見送られること

となった。今国会におけるＴＰＰ特別委員会では、黒塗り文書等情報開示の在

り方が焦点になったこともあり、重要５品目の関税撤廃、国内対策、影響試算、

食の安全、再交渉等の重要な論点については、十分な深まりがあったとは言い

難い。夏の参議院選挙後の臨時国会で審議が再開される見込みである。 

 

Ⅱ ＴＰＰ関連対策具体化等をめぐる情勢 

政府・与党は現在、規制改革会議・農業ＷＧや自民党ＰＴにてＴＰＰ関連対

策１２項目の具体化の検討を進めている。 

資材価格の「見える化」について、ＪＡ全農は４月１６日、農水省と連携し

て「見える化」の取り組みの具体化を目指す方針を示した。 

指定生乳生産者団体制度について、森山大臣は５月１５日、地震視察で訪れ

た熊本県での記者団との会話の中で、政府が指定団体を経由しない補助金を認

めるとした一部報道について「具体的に何か決まったわけではない」と述べた。 

 

Ⅲ 都市農業をめぐる情勢 

５月１３日、パブリックコメントをふまえて修正された都市農業振興法「基

本計画（案）」が閣議決定された。 

注目すべきは、農業団体あるいはＪＡがこれまで果たしてきた役割や今後期

待される役割が多く明記された点である。閣議決定により都市農業振興におけ

るＪＡの役割が国の施策上、位置付けられたことになる。 

 

Ⅳ 農協改革をめぐる情勢 

農水省は４月１５日、『平成 28年度農協監査・事業利用実態調査における准

組合員の事業利用規制の在り方に関する調査委託事業』を一般入札に付す旨を

公告した。本事業の期間は平成２９年３月１７日までとなっており、事業利用

量に関する調査票と事業利用量把握マニュアルの作成、１００ＪＡ程度への試

行調査の実施などが主な内容である。 

また、パブリックコメントを経て、系統金融機関向けの総合的な監督指針の

一部改正案（業務代理関係）が、４月２８日に公示された。「代理店方式の活

用について、（ＪＡにおいて）十分に考慮されているか」を着眼点とする変更

がされている。 
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Ⅰ ＴＰＰをめぐる情勢 
― ＴＰＰ承認案および関連法案、参議院選以降の審議再開 ― 

 
１．国会の動向 

○ 政府は、環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）の承認案と、農業の国内対策

などを盛り込んだ関連法案を閣議決定し、国会に提出したものの、熊本地震への対

応等から今国会での承認は見送られることが４月２６日の与野党幹事長・書記局長

会談で伝えられた。夏の参議院選挙後の臨時国会で審議が再開される見込みである。 

 

〇 ＴＰＰ特別委員会において、黒塗り文書等情報開示の在り方が焦点になったこと

もあり、重要５品目の関税撤廃、国内対策、影響試算、食の安全、再交渉等の重要

な論点については、十分な深まりがあったとは言い難い。 

 

２．米国大統領選の動向 

（１）共和党の動向 

〇 共和党では現状首位のトランプ候補が４月以降に行われた両党予備選・党員集会

において、９州のうち７州で勝利を収め、過半数獲得に向けて代議員数のリードを

拡大した。 

 

○ こうした結果を受け、５月３日にクルーズ候補が、４日にケーシック候補が撤退

を表明し、共和党におけるトランプ候補の指名が確定的なものになった。 
 
〇 トランプ候補は５日のＣＮＢＣテレビのインタビューにおいて、ＴＰＰ協定の内

容は「悲惨なものであり、再交渉しなければならない」と改めて強く反対を表明し

ている。 
 
（２）民主党の動向 

〇 一方、民主党では票田のニューヨーク州やペンシルバニア州を中心にクリントン

候補が勝利し、健闘を見せていたサンダース候補を突き放し、圧倒的リードを確保

する状況となっている。 
 
〇 クリントン候補は、現状ＴＰＰ協定に反対の立場を示しているものの、国務長官

の経験もあることから、大統領に選出された場合、批准推進の立場にまわる可能性

は高い。 
 

３．今後の主なスケジュールについて（報道等による見込みを含む） 

６月２２日（見込み） 参議院議員通常選挙・公示日 
７月１０日（見込み） 参議院議員通常選挙・選挙期日 
７月下旬 米国共和党・民主党党大会 
夏ごろ（見込み） 臨時国会召集、衆院ＴＰＰ承認案・関連法案審議再開 
１１月８日 米国大統領選 
秋ごろ（見込み） 「農林水産業・地域の活力創造プラン」の改訂 
１月２０日 米国次期大統領就任式 
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Ⅱ ＴＰＰ関連対策具体化等をめぐる情勢 
― 資材価格「見える化」、指定生乳生産者団体制度等で動き ― 

 

１．政府・与党の動向 

〇 政府は、例年６月の骨太方針等の策定、今秋に想定される「農林水産業・地域の

活力創造プラン」の改訂に向けて、ＴＰＰ関連対策１２項目の具体化等の検討を行

っている。 

 

〇 ４月２２日、自民党農林水産業骨太方針策定ＰＴ（委員長：小泉進次郎衆議院議

員）は「論点整理」として、農業を巡る課題と今後の議論の方向性を提示した。焦

点の生産資材については、価格の「見える化」などで引き下げを目指す方針を示し

たが、具体策は盛り込まなかった。ＰＴはこれを基に参院選を挟んで議論を続け、

秋までに提言をまとめる。（論点整理については別紙１の通り。） 

 

〇 また、政府と並行して新たな成長戦略を検討している自民党の日本経済再生本部

（本部長：稲田朋美衆議院議員）は、４月１９日にとりまとめを行った。その中で、

農林水産業については、攻めの農林水産業の実現や人材力の強化などが謳われてい

る。 

 

〇 自民党における骨太方針策定ＰＴ、基本政策検討ＰＴ、畜酪小委および日本経済

再生本部の検討内容は、農林幹部の調整をふまえ、その一部が夏の参議院選挙の公

約に反映されると見られる。また、５月下旬から６月上旬に閣議決定されると見ら

れる（例年６月ごろ）骨太方針や規制改革実施計画等に向けて、政府・与党で何ら

かの調整が行われることが想定される。 

 

【自民党・日本経済再生本部のとりまとめの農業関係抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．資材価格の「見える化」について 

○ 自民党の小泉農林部会長や規制改革会議農業ＷＧらが推し進めている農薬・肥

料・農業機械など資材価格の「見える化」について、ＪＡ全農は４月１６日の事業

計画説明会で、農水省と連携して「見える化」の取り組みの具体化を目指す方針を

示した。一方で、農家はＪＡ、商系業者両方から資材を買うことから、業界全体で

対応すべき問題とも強調した。 

 

○ 小泉議員が委員長を務める自民党農林水産業骨太方針策定ＰＴは、２２日、論点

整理として、農家が資材価格について合理的かどうか分からないまま、比較せずに

ア．人材力強化（全国に農業経営塾を設置など） 

イ．生産コスト改革（見える化、有利仕入・販売のできる環境構築など） 

ウ．土地改良制度のあり方の見直し 

エ．戦略的輸出体制の整備 

オ．原料原産地表示（全ての加工食品で実行可能な方法で表示） 

力．チェックオフ制度の検討 
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買っていることや、同じ資材でも大きな価格差があることなどを課題と指摘した。

これについて、価格や複雑な商慣習の「見える化」の推進などを通じ、農家が安く

仕入れることができる環境を整備する方針を示した。 

 

○ 農水省は、正確な価格情報の把握に資するため、４月下旬より肥料や農薬、農機、

飼料の価格について、ＪＡ全農および商系団体等に調査票を発出した。全農や商系

団体を通じ、ＪＡや商系の小売店の価格を調査する。ホームセンターについては同

省が直接調査することとしている。 

 

○ 同省は、本調査を５月下旬にかけて取りまとめ、秋までには、農家が正確な価格

情報に基づき購入先を比較検討できる仕組みの確立を目指すとしている。 

 

○ なお、資材価格形成の改革については、４月１９日に産業競争力会議がまとめた

新たな成長戦略（次期「日本再興戦略」）案に設けられている「官民戦略プロジェ

クト１０（仮称）」の中で、検討課題の一つとして盛り込まれている。 

 

○ 「官民戦略プロジェクト１０（仮称）」については、４月２５日の経済財政諮問

会議にて、骨太方針に反映されること等が確認された。 
 

３．指定生乳生産者団体制度について 
○ 規制改革会議・農業ＷＧは、平成２８年３月３１日に「加工原料乳生産者補給金
等暫定措置法に基づく現行の指定生乳生産者団体制度を廃止する」ことを主な内容
とする提言をとりまとめた。 

 

〇 農水省は、森山大臣を先頭に「酪農家の所得減少や経営悪化が懸念される」と反

対している。制度が廃止されれば、①飲用乳と加工原料乳の需給調整②条件不利地

を含む集送乳の効率化③乳業メーカーとの対等な乳価交渉――など、指定団体が持

つ有効な機能が失われるとの危惧を示している。また、自民党が同制度の廃止を「受

け入れられない」と決議している。（これまでの経緯は「農政をめぐる情勢」４月

号を参照） 

 

〇 森山大臣は５月１５日、地震視察で訪れた熊本県での記者団との会話の中で、政

府が指定団体を経由しない補助金を認めるとした一部報道について「具体的に何か

決まったわけではない」とした上で、「生乳の特性を踏まえた対応が必要。指定団

体が果たしてきた役割は非常に大きい。この役割や機能が損なわれるような改革は

あり得ない」と強調している。 
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〇 ＪＡグループの基本的な考え方については以下の通り整理されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．輸出力強化について 

〇 輸出力強化については、農林水産業・地域の活力創造本部の下に設置されている

「農林水産業の輸出力強化ＷＧ（座長：石原伸晃経済再生担当大臣）」で検討が行

われている。 

 

〇 輸出力強化ＷＧは、３月に事業者等からヒアリングを実施し、４月５日には全中

会長がＪＡグループの取り組みについて説明を行った。その後、４月１５日には品

目ごと、２７日には国・地域ごとの輸出に関する協議が行われ、今後は６月の中間

とりまとめに向けて議論を行うと見られる。 

 

○ ＪＡグループは、具体的な取り組みの一つとして、全国にある産地から農畜産物

を集荷し、各産地を繋ぐことによって農畜産物の周年供給を実現できるという他の

事業体にない強みを活かし、全国の産地（農業者やＪＡ）に輸出の取り組みを広げ

るため、産地に対してワンストップで対応する「輸出促進エージェント（仮称）」

を、ＪＡグループの出資による新法人として設立を検討する。 

 

５．ＪＡグループの今後の取り組み 

〇 資材価格の「見える化」や施設・物流の活用は、愛知県ＪＡ大会決議の重点施策

である生産資材価格低廉化・物流の効率化や担い手への対応力強化の一環としてす

すめることが重要であり、現場実態をふまえながら、担い手ニーズに対応する「自

己改革」の取り組みをすすめる。 

 

○ なお、ＪＡ・連合会の施設・物流の実態・課題把握のための調査は、先月号で「４

月下旬から実施する方針」と記述したが、現時点では実施されていない。 

・指定生乳生産者団体に結集することにより、乳業者に対する価格交渉力を高め、

集送乳の合理化や広域需給調整等を通じて生乳需給や酪農経営の安定をはかり、

牛乳乳製品の安定供給を実現している指定団体制度は、酪農生産の根幹を支える

極めて重要な制度であり、こうした機能を維持する必要がある。 

 

・わが国の酪農経営は、高齢化や後継者不足に加え、労働負荷の増大や生産コスト

の高止まり、将来不安により生産基盤の縮小に歯止めがかからず、ＴＰＰ協定に

よりさらに危機感を増すなか、地域の関係者が一体となって生産基盤の回復に全

力を挙げて取り組んでいる。 

 

・生乳需要に応え、生産における創意工夫を発揮できる環境づくりのためにも、指

定団体制度の機能を維持し、安定した乳価形成と取引のもと、生産基盤を確保し、

競争力ある持続可能な酪農経営を実現する必要がある。 
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別紙１ 
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Ⅲ 都市農業をめぐる情勢 
― 基本計画が閣議決定、ＪＡグループ組織協議開始 ― 

 
１．概要 

○ パブリックコメントをふまえて修正された都市農業振興法基本計画（案）は、農

林水産省・国土交通省の審議会や自民党の「都市農業振興に関する小委員会・都市

農業研究会合同会議」等において了承され、自民党の承認を経たうえで、５月１３

日に閣議決定された。 

 

○ 基本計画案では①人 ②土地 ③政策の３つを柱にしている。主旨は以下の通り。 

① 後継者を基本に新規就農者や食品関連の民間事業者など、多様な担い手を確保
する。 

② 従来は宅地化すべきものだった都市農地を、都市にあるべきものと位置付けて
計画的に保全する。 

③ 保全すべきとされた区域は本格的な農業振興対策・施策を講じられるようにす
る。 

 

２．経過 

○ 本年１月、農林水産省・国土交通省は都市農業振興基本計画（案）を公表し、１

月３０日からパブリックコメントを実施した。 

 

○ ＪＡグループからも、農林水産省・国土交通省に対しては、パブリックコメント

に対する意見提出を行った。全国で２８のＪＡ・中央会より意見が寄せられた。 

 

○ パブリックコメントを踏まえた修正では、今後の取り組みをより後押しする観点

から、地方計画の策定における農業部局、都市計画部局、財政部局の連携の必要性

が明記されるなどの変更があった。 

 

○ 注目すべきは、農業団体あるいはＪＡがこれまで果たしてきた役割や今後期待さ

れる役割が多く明記された点である。閣議決定により都市農業振興におけるＪＡの

役割が国の施策上も位置付けられた。（主なものは別紙１の通り。） 

 

○ なお、特に多く意見が寄せられた税制措置について、農林水産省の三浦農村政策

部長は、新たな都市農業振興に関する制度設計をふまえて検討すると説明している。 

 

３．今後の予定 

○ 農林水産省・国土交通省は、具体的な都市農業振興に向けた新たな税制度の検討

をすすめる。税制は、貸借を行った場合の相続税納税猶予制度の継続適用や都市農

業を営む農地の固定資産税の減免が最大の焦点となる見込みであり、年末の２９年

度税制改正に向けて、制度の具体化や関係省庁との折衝が行われる。 
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○ 両省は、並行して各地方公共団体にその内容の普及・啓発を行う。特に、都市農

業振興には、地方公共団体が市街化区域の農地の扱いを農業・まちづくり双方から

検討することが重要になる。そのため、両省は、説明会の合同開催など効果的な手

法を検討している。（想定されるスケジュールは別紙２の通り。） 

 

４．ＪＡグループの取組み 

○ ＪＡ全中では、７月７日の全中理事会でＪＡグループの政策提案を決定し、夏以

降、国会議員や地方公共団体へ働きかけていく予定である。 

 

○ 本県においても、５月下旬から組織討議を実施する。論点は、固定資産税の減免

（旧長期営農継続農地制度のような農地制度の創設）、指定から３０年経過後の生

産緑地の固定資産税のあり方、などである。５月２７日には、ＪＡ担当部課長・担

当者を対象とした都市農業研修会を開催し、議論を深める予定である。 

 

○ なお、地方版の基本計画の作成については、都市農業振興基本法において努力義

務となっており、対応は各自治体に一任されている。各自治体は国の基本計画の策

定完了を待つとの見方が強いが、ＪＡグループは、国の基本計画が閣議決定される

タイミングに留意しながら、市町村や都道府県、地方議会に対し、地方版の計画策

定を積極的に働き掛けていく必要がある。 
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Ⅳ 農協改革をめぐる情勢 
― 「准組合員の事業利用規制の在り方に関する調査委託事業」開始 ― 

 

１．准組合員利用規制に関する調査について 

○ 農水省は４月１５日、『平成 28年度農協監査・事業利用実態調査における准組合

員の事業利用規制の在り方に関する調査委託事業』を一般入札に付す旨を公告した。

なお、入札は５月１３日に行われた。 

 

○ 本事業の目的は、「正・准組合員別の事業利用量の把握方法等を明らかにするも

の」とされている。期間は平成２９年３月１７日までとなっており、事業利用量に

関する調査票と事業利用量把握マニュアルの作成、１００ＪＡ程度への試行調査の

実施などが主な内容である。 

 

○ また、本事業では、生活インフラのアクセスに関する調査も行われる。ＪＡが行

う事業について、どのような条件（交通手段が無い等）のもとに置かれれば不便を

感じるのか、都市・農村・山間部等の各地帯で住民へのアンケートを実施する。地

帯別に１，０００程度の調査を目途とするが、実施詳細は農水省と協議して決定す

るとされている。 

 

２．系統金融機関向けの総合的な監督指針の改正について 

○ 系統金融機関向けの総合的な監督指針の一部改正案（業務代理関係）は、２月２

７日から３月２７日までパブリックコメントが行われていたが、４月２８日に結果

が公示された。（新旧対照表の一部抜粋は別紙１の通り。）主な変更内容は以下の通

り。 

 

・「農林水産業・地域の活力創造プラン」等において、人的資源等を経済事業にシフ

トできるようにするため、代理店方式の活用を積極的に進めるとされていること。 

 

・選択肢としての代理店方式の活用について、各農協が十分に考慮しているかを監

督上の着眼点とすること。 

 

・農中または信連（農中等）は、農協から求めがあった場合は速やかに業務代理の

実施手続きや代理店手数料等の具体的内容を示すこと。 

 

・農中等は、業務代理組合の代理業務に関し指導する責任を負っており、届出の記

載内容等から業務代理組合の実効性ある指導・監督が行われているか確認する。 

 

・その他、認可申請にかかる手続きや、業務代理組合の監督上の着眼点など。 
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